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 昨年１１月３０日の経済産業大臣の指示に基づき、各電力事業者は発

電設備に関する総点検を実施し、去る３月３０日に最終的な報告を行っ

たが、この総点検において、原子力、火力及び水力発電設備に関し、デ

ータの改ざん、手続きの不備など多数の事案が明らかになったところで

ある。 
 
 原子力発電については、北陸電力志賀原子力発電所及び東京電力福島

第一原子力発電所において､過去の定期検査期間中に臨界事故が発生し

たにもかかわらず､これを今回の調査実施まで隠蔽し､国及び自治体に報

告が行われてこなかったことが判明している。 
 この他にも、東北電力、東京電力及び中部電力の原子力発電所におい

て制御棒引き抜け事象や原子炉自動停止トラブルが発生していながら、

いずれも国及び自治体に対する報告や情報提供がなされていなかったと

ころである。 
 また、東京電力柏崎刈羽原子力発電所及び日本原子力発電敦賀発電所

では、定期検査において、原子力発電所の安全性に直接関わる、ポンプ

や原子炉格納容器の検査の際に、偽装や不正操作を行った上で検査を受

けていたことが明らかになっている。 
 
このような不正や隠蔽の事案は、事業者の法令遵守、安全性確保の姿

勢が厳しく問われる重大な問題であり、安全確保と地域住民の理解を大

前提とする原子力発電所の基本認識を根底から覆し、自治体との信頼関

係を大きく損なう、全く許しがたい事態であると言わざるを得ない。 
 さらに、一元的に規制・監督権限を有する国の検査において、かかる

不正がなされていたことは、国の安全規制そのものに対する信頼性をも

根本から揺るがすものである。 
 
 国におかれては、明らかになった臨界事故や不正、その隠蔽等、事案

の重大性に鑑み、事業者の組織体制、体質のありようなどを含めた根本

的な原因究明と、万全の再発防止対策の構築及びその確実な実施につい

て、電力業界全体で徹底した取り組みを行うよう、厳正な指導・監督を

行うとともに、その結果を明らかにされたい。 
また、国自らの責任を明確にし、原子力発電所に対する適正な検査の

在り方や隠蔽を許さない根本的な仕組みなどについて十分検討を行い、

安全規制体制の更なる充実強化を図り、国民が抱く原子力発電所に対す

る不安や不信を払拭し、信頼を早急に回復するための責任ある対応を速

やかに行うよう強く要請する。 
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